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（質問④） 
旧アドミッションポリシーは、高校進学指

導担当教員から他大学と比べてわかいやすい
と一定の評価を得ていたが、どこがわかりや
すいと評価されていたのか。今回の改正に対
しては高校側からどのような意見があった
か。 

（回答④） 
高校進路指導担当の先生方との懇談の中で

伺ったコメントのため、わかりやすいとの評価
の具体的な内容についてまでは確認していま
せんでした。本学としては、生物、化学などの
具体的な教科に言及していること、高校生活を
通じて生徒会活動や課外活動など具体的に取
り組んでほしい対象とその際の姿勢などを明
示していることが、わかりやすさにつながって
いたのではないかと考えています。新アドミッ
ション・ポリシーについても、この点を踏まえ
て改正しました。 
 新しいアドミッション・ポリシーについては
平成28年度に改正し、平成29年４月から周知
を図っています。周知を図る際に意見を聴取し
たいと考えています。 
 

入試に関する情報を、大

学ホームページや大学案

内、進路説明会、オープン

キャンパス＊等あらゆる機

会を活用して積極的に発

信することで、優秀な学生

の確保につなげる。 

入試関連情報を含め本学の情報発信については、メディ

アコミュニケーションセンターを中心に、本学を志望する

高校生を対象にオープンキャンパス＊や看護職キャリア

デザイン講座、オープンクラスを実施するとともに、高校

等が主催する進学説明会へ職員を派遣するなど本学や看

護職に関する理解を深めてもらうための取組を行った。ま

た、高校生だけでなく高校教員向けの入試説明会や意見交

換会、本学教員による高校訪問を継続して実施するととも

に、進路選択に大きな影響を持つ保護者や高校教員を対象

にしたキャリアデザインサポート講座を平成28年度に初

めて開催した。さらに、高校生が情報入手手段として一般

的に利用しているホームページやメールマガジン、フェイ

スブックも積極的に活用して情報発信に努めた。ＳＮＳに

関する情報発信については、高校生の大半が利用している

ＬＩＮＥを平成29年度から導入することとした。 

 なお、平成29年度入試では、特別入試及び一般入試の

志願者数が 650 人、志願倍率 6.5 倍、また県内入学生は

56人となった。 

 

①オープンキャンパス＊ 

 ７月30日開催、保護者含め約600名参加 

（質問⑤） 
進路選択に大きな影響をもつ保護者や高校

教員を対象にしたキャリアデザインサポート
講座を28年度にはじめて実施したが、その内
容はどのようなものであったか。８月17日に
実施し、参加者14名（保護者11名、高校教
員３名）であったが、この反響をどのように
評価しているか。 

（回答⑤） 
講座の内容は看護職に関する基本的な理解

を促すもので、高校生を対象に行っている出前
授業（ステップ１）をベースにしたものでした。
少人数ながら参加者に実施したアンケート結
果からは、「このような機会があってよかった」
「子どもともっと話し合いたい」など、企画の
目的を達成できていたと評価しています。 
 一方で、参加者が 14 名であったことについ
ては、各高校にチラシの配布を依頼するととも
に、一日みかん大生（ステップ２）の案内と合
わせてチラシを郵送するなどしましたが、開催
日が平日の木曜日であったことなどから、この
人数にとどまったと考えています。 
 平成 29 年度については、広報の方法、開催
日などについて検討し、継続実施の予定です。 
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②高校生のための看護職キャリアデザイン講座＊ 出前

授業（ステップ１） 

 ４～７月に開催、訪問高校22校、参加者632名 

③高校生のための看護職キャリアデザイン講座＊ 一日

みかんだい生（ステップ２） 

 ８月（３日間）に本学で開催、参加高校26校、参加者

105名 

④高校生のためのオープンクラス（授業公開） 

 （夏）７月中旬～下旬 12科目（27コマ） 参加者51

名（延べ52名） 

 （冬）12月下旬～１月上旬 11科目（18コマ） 参加

者72名（延べ94名） 

⑤高校教員向け入試説明会 

 ５月31日開催、約50名参加 

⑥進学12校進路指導担当教員との意見交換会 

 ９月20日開催 

⑦本学教員による高校訪問数 

 ６月、３月に訪問、延べ62校（県内46校、県外16校） 

⑧保護者と高校教員のための看護職キャリアデザインサ

ポート講座 

 ８月17日開催 参加者14名（保護者11名、高校教員

３名） 

 

（関連項目 21103） 

21102 ＜適切な選抜の実施＞ 

継続して、入試方法と入

学後の成績、休退学の状況

など様々な観点から本学

の入学選抜方法の点検を

行う。その際、点検方法の

確立に向けて検討を行い、

入学から卒業時まで継続、

蓄積したデータを分析・評

価し、アドミッション・ポ

リシー＊の見直しを踏まえ

平成27年度入試から導入したセンター試験利用の推薦

入試である特別入試・地域推薦入試Ｃで入学した学生と、

学力試験として英語のみを課す特別入試・地域推薦入試Ｂ

で入学した学生の入学後の成績について、他の選抜方法で

入学した学生の入学後成績とを比較した。 

 ２年生前期までの累計ＧＰＡ＊の平均値について、地域

推薦入試Ａ（27名）：2.57、一般入試前期日程（52名）：

2.63、一般入試後期日程（14名）：2.42であったのに対し

て、地域推薦入試Ｃ（５名）：2.57、地域推薦入試Ｂ（４

名）：2.41であり、統計的な有意差はなかった。また、地

域推薦入試Ｂ・Ｃの入学者については、現時点で休退学
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て、入学試験の改革に活用

する。 

者・留年者は出ていない。このことから、多様な入学者選

抜方法により適切に入学者の選抜ができていると考えら

れるが、入学２年前期までの評価であり、卒業まで継続し

て点検していく必要がある。 

 アドミッション・ポリシー＊の改正と並行して、県内高

校生受け入れの拡充を図るために、入学者選抜方法の改革

を行い、平成30年度以降新たに３種類の入学者選抜を実

施することとした。 

 

【平成30年度入試から実施】 

①東紀州地域の高等学校を対象とした特別入試・指定校特

別枠推薦入試（定員：２名） 

②一般入試・前期日程の中で県内高校生を対象とした地域

枠入試（５名） 

【平成31年度入試から実施】 

③県内高等学校を対象とした特別入試・指定校推薦入試

（３名） 

いずれも学力を担保しながら、看護職者としての適性を

踏まえた入学者選抜方法として実施を予定しており、継続

的に入学者選抜方法と入学後の成績について点検してい

く。 

21103 ＜高等学校との連携＞ 

高大接続事業評価委員

会の評価結果を踏まえ、本

学を志す優秀な学生を確

保できるよう、県教育委員

会や県内高等学校、県内医

療機関と連携、協力して、

高大接続事業を実施する。 

【高等学校との連携】 

 看護職者を志す高校生が、自分自身の意志で進路選択で

きるよう、厳しい部分も含めて看護職の仕事内容を正しく

伝えるため、平成26年９月から文部科学省の補助を受け

て、大学教育再生加速プログラム＊「高大接続事業」に取

り組んでいる。平成28年度は、高校生のための看護職キ

ャリアデザイン講座＊（ステップ１・ステップ２）やオー

プンクラス（授業公開）を実施するとともに、高校生の進

路選択に関して影響力が大きい保護者や高校教員にも本

学の教育方針や看護職の現状を認識してもらえるよう保

護者、高校教員を対象としたキャリアデザインサポート講

座を初開催した。また、高校生に自分の進路を考えてもら

う機会となるよう、オープンキャンパス＊で事務局職員も

参加し未来面談＊（インタビュー）を実施した。 

（質問①） 
高等学校とのいくつかの連携プログラムを

行った結果について数値だけではなく、学生、
親、教員などの反応がわかったら教えていた
だきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（回答①） 
 各取組に対する高校生、保護者、高校教員の
反応は次のとおりでした。 
①高校生のための看護職キャリアデザイン講
座 出前授業（ステップ１） 
参加高校生へ行ったアンケート結果では、看

護職を志す気持ちが高まった54.1％、自分自身
の看護職としての将来像が想像できた17.4％、
看護職についてもっと知りたいと思った
57.0％と、看護職を志す思いを強くした学生が
いる一方で、看護職が自分に向いているか不安
になった26.6％、看護職をめざすことを考え直
そうと思った3.5％との回答もありました。 
②高校生のための看護職キャリアデザイン講
座 一日みかんだい生（ステップ２） 
参加高校生へ行ったアンケートの記述回答

（102名）では、現役の看護職者による講義や
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①高校生のための看護職キャリアデザイン講座＊ 出前

授業（ステップ１） 

 ４月～７月に開催、訪問高校22校、参加者632名  

②高校生のための看護職キャリアデザイン講座＊ 一日

みかんだい生（ステップ２）  

 ８月（３日間）に本学で開催、参加高校26校、参加者

105名 

③高校生のためのオープンクラス（授業公開） 

 （夏）７月中旬～下旬、12 科目（27 コマ）、51 名参加

（延べ52名） 

 （冬）12月下旬～1月上旬、11科目（18コマ）、72名

（延べ94名） 

④保護者と高校教員のための看護職キャリアデザインサ

ポート講座 

 ８月17日開催、参加者14名（保護者11名、高校教員

３名） 

⑤未来面談＊（インタビュー） 

 ７月 31 日（オープンキャンパス＊の中で開催） 参加

者28名 

 

【入学準備教育】 

 推薦入試で、早い時期に本学への進学を決定した入学予

定者に対しては、保護者にも参加いただき「三重の保健医

療を支える未来の看護職者育成プログラム交流会」を開催

し、看護職の現状や仕事の内容などを説明した。また、将

来の自分の働く姿をイメージすることで、看護職者として

の職業観形成や入学後の学修の質向上につながるよう、県

内の医療機関から直接話を聞く機会を設けた。さらに、入

学後の円滑な学修の開始を支援するため、インターネット

を活用した入学準備教育を継続して実施した。なお、４月

に実施した新入生学力試験において、入学準備教育を受講

した学生（推薦入試）と一般学生（一般入試）を比較した

ところ、化学については有意差は認められなかったが、生

物については、入学準備教育を受講した学生の方が点数が

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（質問②） 
Ａ 本学の高大接続事業の取組みを広く知っ
てもらえるようリーフレットを作成し、県
内高校はじめ全国の大学など関係機関に送
付した。 

Ｂ 本学の取組が私立大学情報教育協会が発

看護職者とのフリートーク、本学学生による体
験談、キャリアデザインワークショップを通じ
て、参加高校生のほとんどが、三重県の保健医
療・看護の現状や実態（看護職者の不足や看護
師の勤務の大変さ、保健師の具体的な仕事内容
など）について理解を深めた旨の回答を行って
いました。 
③高校生のためのオープンクラス（授業公開） 
参加高校生が記した授業後の振り返りシー

トによると、普段の大学の授業を本学学生と一
緒に受講することを通じて、普段の大学の雰囲
気や大学での学びを知ることで、大学で看護を
学ぶということを体験でき、自分に合っている
かを見つめ直す機会となったことが記されて
いました。 
④保護者と高校教員のための看護職キャリア
デザインサポート講座 
参加者へ行ったアンケート結果では、本講座

の内容が「とてもよかった」「よかった」90％、
三重県の保健医療・看護についての話が「とて
もよかった」「よかった」100％、本学の取組
について「とてもよかった」「よかった」90％、
との評価をいただきました。 
具体的には、看護職の実態がよくわかった、

保健師の詳しい仕事内容がわかった、大学の教
育方針が理解できたなどの感想をいただいた
一方で、もう少し質疑の時間をつくってほし
い、１日かけて実施してよいのでは、とのご意
見もいただきました。 
⑤未来面談（インタビュー） 
面談結果から、「就職に有利そうだから」「親

から言われて」など『何となく』看護職者を志
している高校生にとって、客観的に自分自身を
見つめ直す機会を提供できたことが感じられ
ました。  
 
（回答②） 
『大学教育と情報』や『中間リポート 2017』

以外にも、本事業を推進している本学教員が公
立大学協会の「入試に関する協議会」（平成28
年8月29日開催）で高大接続に関する事例報
告を要請されるなど、他大学からの関心が高い
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高い有意差が認められ、一定の成果が出ている。 

 

⑥三重の保健医療を支える未来の看護職者育成プログラ

ム交流会 

 12月10日 推薦A・B合格者30名とその保護者 

⑦入学準備教育 

インターネットを活用した自宅学習に加え、化学、生物

それぞれ延べ４回のスクーリングを実施した。 

 

【県教育機関との連携強化】 

 本学の高大接続の取組をより実効性のあるものとする

ため、８月24日に県教育委員会教育長をはじめ幹部職員

との意見交換や９月20日に県内高等学校の進路指導教員

との意見交換を行うなど連携の強化を図った。また、事業

の評価を適正に行いＰＤＣＡサイクルによる継続的な改

善に努めるため、平成27年度の高大接続評価委員会で提

案された高校生のためのオープンクラスや保護者、高校教

員向けのキャリアデザインサポート講座などを実施した。

平成28年度も有識者や県内高校の校長、進路指導担当教

員に高大接続評価委員会の委員に就任いただき、３月 16

日に当該年度の事業評価と翌年度に向けた事業改善のた

めの評価委員会を開催した。   

さらに、本学の高大接続事業の取組を広く知ってもらえ

るようリーフレットを作成し、県内高校を初め全国の大学

など関係機関に送付した。また、本学の取組が、私立大学

情報教育協会が発行している「大学教育と情報」へ掲載さ

れたり、本学と同様に文部科学省から補助金を受けている

各大学の取組状況をまとめた冊子（中間リポート 2017）

が作成され、全国の大学等に配付された。 

 

（関連項目 21101） 

 

 

 

行している『大学教育と情報』へ掲載され
た。本学と同様に文科省から補助金を受け
ている各大学の取組状況をまとめた冊子
（『中間リポート 2017』）が作成され全
国の大学に配布された。 

 ＢはＡの成果であると自己評価し、今後も
このような活動を持続していくのか。 

事業と考えられます。 
先進的な事業として、文部科学省から補助金

を受けていることを踏まえると、今後も大学が
主体性を持って積極的に情報発信を継続して
いくことが大切であると考えています。 
 平成29年度には、これまでの取組に関する
中間報告として、シンポジウムの開催を計画し
ています。 
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⑤精神看護学領域におけるサブスペシャリテ
ィの設置 
特定の精神保健問題についてさらに専門的

な知識と技術を獲得するための専攻分野専門
科目(２単位)を新たに設置する。 
⑥修了所要単位の変更 
 現行の修了所要単位36単位（うちＣＮＳ認
定基準科目26単位）から修了所要単位46単位
（うちＣＮＳ認定基準科目38単位）とする。 
２．修士論文コース 
①専攻看護学分野・領域の見直し 
例えば、公衆衛生看護学領域から在宅看護学

領域を独立させ、２領域とするなど。 
②支持科目の履修要件の見直し 
 現行の修了要件である「所属する領域から２
単位、所属する分野から２単位」を見直す。 
 

21109 ＜公正な成績評価の実施

＞ 

改正した「学位論文審査

及び試験に関する内規」に

基づき、学位論文審査を適

切に実施するとともに、点

検・評価を行う。 

学位論文の質担保のため、指導体制及び審査体制の見直

しを図り、学位規程、学位論文審査及び試験に関する内規

（改正により「学位授与に関する内規」に名称変更）、修

士論文作成要領及び中間審査要領を一部改正し、平成 29

年10月１日(平成29年度後期修了から適応対象とするた

め）より施行することとした。 

主な改正点は以下の３点である。 

①主任指導教員と副指導教員からなる複数指導制度を活

用しながら、論文指導期間を長く確保できるよう、修士論

文題目提出及び仮提出を廃止した。 

②学位論文審査委員主査は、主任指導教員以外の者から選

出することとした。 

③論文の審査は、上記②により透明性・公平性が確保され

ると考えることから、学位授与の可否の議決は無記名投票

を伴わない議決とすることとした。 

 

〔補足資料：三重県立看護大学大学院看護学研究科学位授

与に関する内規〕 

 

（質問①） 
学位授与に関する内規、修士論文作成要領

及び中間審査要領の改正したものを提示願い
たい。 
 
 
（質問②） 
「主任指導教員と副指導教員からなる複数

指導制度を活用しながら、論文指導期間を長
く確保できるよう、修士論文題目提出及び仮
提出を廃止した。」とあるが、なぜ修士論文
題目提出及び仮提出を廃止すれば、論文指導
期間を長く確保できるのか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（回答①） 
 学位授与に関する内規は添付資料（６～７ペ
ージ）に提示済みですが、同内規、学位規程、
修士論文作成要領、中間審査要領等を含む規
定・様式集を提示します。 
 
（回答②） 
従来は、修士論文題目提出を修士論文提出の

約７週前、仮提出を修士論文提出の約４週前に
設定していました。仮論文提出後に主査・副査
を選出し、修士論文提出までの約４週の間に指
導を受けることとしていました。 
大学院生にとっては、これらの提出作業に時

間を割くことが修士論文作成過程を中断させ
ることになっていました。また論文作成の途上
で仮提出をすることは、時間的・心理的な圧迫
感になり得るものでした。そのため、これら段
階的な提出物を廃止し、修士論文作成の時間を
確保しました。 
なお、ご指摘を受け再検討した結果、該当部

分を次のとおり修正します。 
 (修正前) 

①主任指導教員と副指導教員からなる複数指

導制度を活用しながら、論文指導期間を長く確
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に教員に対して質問紙調査を平成28年度末に実施したと

ころである。 

②継続して実施している「学生による授業評価」について

は、平成27年度から電子メールにより履修者を授業評価

用ＷＥＢページに誘導する方式としており、効果的・効率

的な授業評価方法となるように努めている。科目の満足度

の設問では講義科目全体の平均値（４点法）は、前期3.32

（平成27年度3.34）、後期3.37（同3.33）であった。実

習科目全体の平均値（５点法）は、前期4.31（同4.47）、

後期4.15（同4.32）であり、平成27年度と同水準の高い

評価を得ていた。科目ごとの結果は担当教員にフィードバ

ックして授業改善に活用することとし、全体の評価結果に

ついては学内ホームページに掲載し、学生にも公表した。 

③継続して実施している「教員相互の授業点検評価」につ

いては、ディプロマ・ポリシー＊においての各授業の位置

づけ（どのような能力を身に付けるための科目か）を評価

の視点に定め、評価の視点を組み入れた新たな評価用紙を

作成した。それにより評価の客観性が担保できると考え、

従来、１名の被点検評価者に対して２名の点検評価者とし

ていたものを、平成28年度から１名の教員で授業点検を

行うことに変更した。 

 

〔補足資料：平成28年度前期・後期「学生による授業評

価」集計結果（講義、演習科目）〕 

 

21202 ＜研修会等の開催＞ 

ＦＤ＊活動を推進するた

め、教育・授業方法の相互

研修等を引き続き開催す

る。 

ＦＤ＊活動として、①研究・教育コロキウム＊を年３回、

②ＦＤ＊研修会を年１回、③ＦＤ＊／ＳＤ＊合同研修会を年

１回、それぞれ開催した。 

①平成 28 年度の「教育・研究コロキウム＊」は、これま

でのコロキウム＊であまり活発な意見交換がみられなか

ったことから、テーマを設定し複数の登壇者によるシンポ

ジウム形式として実施した。各テーマと成果は以下のとお

りである。 

【ﾃｰﾏ】第１回：看護ケアにおける家族をめぐる研究課題 

   第２回：アクティブ・ラーニング 

（質問①） 
看護ケアにおける家族をめぐる研究課題と

は何か。具体的に説明してほしい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（回答①） 
コロキウムのテーマである看護ケアにおけ

る家族をめぐる研究課題の副題は、「母子とそ
の家族への支援をめぐって」でした。看護の
実践において、家族への看護方法はケアの場
や対象者の状況によって多様であり難しさ
があります。当該コロキウムは、家族に何ら
かの方法で関わる看護実践の多様性につい
て、どのような研究上の課題や問題があるの
か、情報交換と意見交換することを主旨とし
て、小児看護学、母性看護学、地域看護学の立
場から登壇し各人の研究成果を報告する形式
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引き続き、国家試験の出

題状況等の分析を行い、学

生指導に活用する。また、

国家試験模擬試験等の国

家試験対策の充実を図る。 

 平成28年度国家試験問題について出題基準に照らし、

出題傾向を分析した。その結果を本学教員に周知し指導に

活用した。 

 ４月のガイダンスでは学年別に国家試験対策を説明し

た。４年生に対しては、本学の平成27年度国家試験合格

率を示した上で、国家試験の学習に早期に取り組むことを

促した。 

 模擬試験は、看護師４回、保健師２回、助産師３回の試

験を実施した。模擬試験の結果を分析し、全教員に情報提

供した。成績不振者については、チューター＊に学習指導

を依頼した。保健師模擬試験の成績不振者に対しては、地

域在宅看護学領域の教員が主催する学内特別補講を実施

し、知識修得の強化に努めた。 

 医療系国家試験対策予備校による看護師国家試験対策

特別講座（２日間）及び保健師国家試験対策特別講座（２

日間）を本学にて開講した。学生アンケートの結果、８割

以上から「満足である」との回答を得た。 

 ４年間の学習の総括的内容の「看護総合特論」を 10～

12月に開講した。平成28年度の授業計画は、看護師国家

試験の出題数を考慮し基礎看護学領域の授業回数を１コ

マ増やした。また保健師模擬試験の結果を分析し、得点率

の低い項目について授業内容に反映させた。 

 学習意欲を高めることを目的に４年生向けのメールマ

ガジンを年３回発行し、国家試験の学習に早くから取り組

むことを促した。 

 平成28年度既卒不合格者に対して、模擬試験及び対策

特別講座の受講を促し学習支援を行った。 

 平成29年２月に実施された看護師等の国家試験の結果

は、看護師国家試験は106名が受験し、105名が合格した。

学習支援を継続した既卒不合格者は合格した。保健師国家

試験は106名が受験し、104名が合格した。助産師国家試

験は13名が受験し全員合格した。 

 

向があり、正確に解答するためには試験対策も
必要であると考えます。大学としては全員の合
格を強く期待しており、国家試験対策を継続し
ています。 
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21302 ＜生活支援＞ 

充実した学生生活を送

れるよう、学生アンケート

により学生のニーズを把

握するとともに、各種相談

制度の担当者と教員との

連携を強化する。     

 

 「大学生活に関するアンケート」の結果では、「本学の

学生支援制度」及び「学生生活全体」について“満足して

いる”と回答した学生は、それぞれ 90.0％、88.4％（平

成27年度：91.6％、86.2％）であり、数値目標を達成で

きた。また、「学内の施設・整備等」に関して“満足して

いる”と回答した学生は、78.7％（平成27年度：79.2％）

であった。 

なお、アンケートの「大学に対する要望」欄には、通学

バスの便数増加、生協の営業時間の延長、食品の自動販売

機の増設、21 時以降の学習環境の整備等について多くの

記述があることから、今後もこれらの項目について、継続

して検討していくことが必要であるとの結論に達した。 

 各種相談制度に関しては、４月のオリエンテーション及

びガイダンスにおいて、従来の文書資料に加えて、担当者

の顔写真や相談場所についてスライド資料を用いて具体

的に説明した。また、「大学生活に関するアンケート」結

果では、制度に関して“知っている”と回答した割合は、

平成27年度との比較において、「学校医による相談制度：

41.0％→45.1％、カウンセリング：58.4％→68.3％、保健

室での何でも相談：63.6％→72.3％、女性のからだ相談：

17.2％→29.9％」と全てにおいて上昇し、学生への周知が

順調に進んでいることがわかった。 

保健室の担当者は、学校医やカウンセラーとの連携を強

化するとともに、必要時にはチューター＊に積極的に情報

の提供を行った。これらの取組の結果、保健室の利用者は

486件（平成27年度：415件）と増加しており、学生が相

談しやすい環境づくりの成果が表れていることを確認し

た。 

（質問①） 
「大学に対する要望」のアンケート結果の

公表は行っているのか。 
 
 
 
 
 
 
 
（質問②） 
「大学生活に関するアンケート」の結果は

前年同様高く評価されるが、数値目標の根拠
を提示していただきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
（質問③） 
保健室利用の増加は、学生が相談しやすい

環境づくりの成果が表れていることを確認し
た、とあるが、本質が違うのではないかと思
うが、ご意見を伺いたい。 

（回答①） 
「大学に対する要望」（自由記述欄）のアン

ケート結果の公表は行っておりませんが、学生
支援に係る検討を行う場である学生委員会に
おいて、要望に対する対応をどのように公表し
ていくかも含め、検討しているところです。 
平成28年度のアンケート結果については、

平成29年度中に一定の公表を行っていく予定
です。 
 
（回答②） 
数値目標の対象となっている項目は「本学の

学生支援制度」のみで、目標値85％に対して実
績値90.0％となっています。本学の制度以外の
要素も反映される「学生生活全体」の項目につ
いては、数値目標には設定していませんが、本
学の学生支援制度に対する満足度が高いこと
が、学生生活全体の満足度向上にも少なからず
貢献していることを表すため、左記のような記
述としています。 
 
（回答③） 
 ご指摘を受けて再検討した結果、該当部分を
次のとおり修正します。 
（修正前） 
また、「大学生活に関するアンケート」結果で
は、制度に関して“知っている”と回答した割
合は、平成27年度との比較において、「学校医
による相談制度：41.0％→45.1％、カウンセリ
ング：58.4％→68.3％、保健室での何でも相
談：63.6％→72.3％、女性のからだ相談：17.2％
→29.9％」と全てにおいて上昇し、学生への周
知が順調に進んでいることがわかった。 
保健室の担当者は、学校医やカウンセラーと

の連携を強化するとともに、必要時にはチュー
ター＊に積極的に情報の提供を行った。これら
の取組の結果、保健室の利用者は486件（平成
27年度：415件）と増加しており、学生が相談
しやすい環境づくりの成果が表れていること
を確認した。 
（修正後） 
また、保健室の担当者は、学校医やカウンセラ
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ーとの連携を強化するとともに、必要時にはチ
ューター＊に積極的に情報の提供を行った。 
これらの取組の結果、「大学生活に関するア

ンケート」結果では、相談制度に関して“知っ
ている”と回答した割合は、平成27年度との
比較において、「学校医による相談制度：41.0％
→45.1％、カウンセリング：58.4％→68.3％、
保健室での何でも相談：63.6％→72.3％、女性
のからだ相談：17.2％→29.9％」と全てにおい
て上昇し、学生への周知が順調に進んでいるこ
とがわかった。 
 

引き続き、学生の公益的

活動に関する意識を醸成

し、積極的な参画につなが

るよう支援を行う。 

学生のボランティア活動に関する意識を醸成するた

め、新入生オリエンテーション及び在学生ガイダンス時

に、平成27年度に撮影した卒業生のボランティア経験に

関する発表ビデオを映写した。 

学生のボランティア活動への参加促進のためには教職

員の支援が重要であるとの平成27年度学生アンケート結

果を踏まえ、教員が学生と一緒にボランティア活動に参加

する機会を増やすことを心掛けた。 

学生がボランティアに参加するに際してどのような支

援が必要かを明らかにするため、２年生や３年生でボラン

ティア活動に参加した学生にボランティア経験について

語ってもらう「ボランティア活動共有会」を開催して（開

催日：11 月７日（月）、出席学生：８名）、教職員による

支援の方策を明らかにする材料とするとともに、平成 29

年度以降の新入生オリエンテーション及び在学生ガイダ

ンス時に活用するために、共有会での発表をビデオ収録し

た。 

学生の保護者等で組織する大学後援会と連携し、ボラ

ンティア活動に係る交通費を助成（平成28年度：申請者

14名、32,400円）するなどの支援を行った。 

 

 

 

 

（質問④） 
学生のボランティア活動については、２・

３年生の「ボランティア活動共有会」への参
加者数、ボランテイア交通費助成申請者数を
見ても、必ずしも活発とはいえない。 
公立大学協会で、秋の学長会議にあわせて

開催している全国的活動の交流会においても
参加者は必ずしも多くない。 
このように考えるが、大学側のお考えを卒

直に聞かせてほしい。 

 

（回答④） 
「ボランティア活動共有会」については、教

職員による支援の方策を明らかにする材料と
するために、ボランティア活動を行った学生の
うちから、８名に参加してもらい意見交換を行
ったものです。また、交通費助成申請者数は公
共交通機関等を利用した者が申請を行うもの
であり、自転車や徒歩で活動した者は申請して
いません。 
看護大学の学生として、実習や課題等で多忙

な日々を送る中ではありますが、積極的な参画
につながるよう支援を行っていきます。 
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21303 ＜就職支援＞ 

学生自身が卒業後の職

業生活設計を描けるよう、

教員による個別相談を中

心とした助言・指導を行う

とともに、県内就職率を高

めるため県内の医療機関

等に関する情報を積極的

に提供していく。 

 「就職説明会」を５月に開催し、県内29施設に加え、

平成28年度は新たに県・市町の保健師関係者の協力も得

た。例年は４年生のみを対象としていたが、平成28年度

は早い段階から就職に関して意識が持てることを目指し、

３年生も参加できるよう時間割を調整した。積極的に参加

を呼び掛けた結果、４年生 113 名、３年生 101 名（平成

27年度：４年生73名）の参加を得ることができた。終了

後のアンケートでは、“参加して良かった”が、４年生

90.3％、３年生96.6％であり、高い評価が得られた。 

就職説明会と同時開催した「ようこそ先輩」では、看護

師・保健師・助産師としての経験が２～４年目となる卒業

生４名と、臨床での経験を積んだ後に再び母校で学んでい

る大学院生１名を招き、就職先の選定方法、看護職として

のやりがい等について、体験を通した話を聞ける機会を設

けた。１年生１名、２年生１名、３年生66名、４年生33

名が参加した。 

 

 また「就職関係講習会」は、４年生向けは５月、３年生

向けは３月に開催した。平成27年度のアンケート結果か

ら学生ニーズを把握した上で、履歴書の書き方や面接時の

自己ＰＲの仕方など内容を一部修正し、３月と５月の内容

は連動させた構成とした。 

・５月開催 

 ４年生55名、３年生９名（平成27年度４年生59名、

３年生13名）であった。終了後のアンケートでは、97.7％

（平成27年度：95.9％）の学生が“就職活動に役に立つ”

と回答しており、平成29年度も継続することを確認した。 

・３月開催 

 ３年生93名（平成27年度３年生65名）であった。終

了後のアンケートでは、100％（平成27年度：98.2％）の

学生が“よく理解できた”“理解できた”と回答しており、

平成29年度も継続することを確認した。 

 

さらに、地域推薦入試A・Bによる入学予定者30名とそ

の保護者を対象に、「三重の保健医療を支える未来の看護

（質問①） 
「ようこそ先輩」の結果について、良好で

あったということができる。ただ、１・２年
生は極端に少なく、４年生も時期のわりに少
ないのではないか。考えを聞かせてほしい。 
 

 
 
 
 
 
（質問②） 
地域推薦入試A・Bによる入学予定者30名

とその保護者を対象に、「三重の保健医療を
支える未来の看護職者育成プログラム交流
会」を開催したが、これに対する大学自身の
評価を明らかにしてほしい。 
 
 
 
 
（質問③） 
「就職関係講習会」の５月開催は４年生55

名とあるが、少なすぎるのではないか。また、
「ようこそ先輩」も少ないのは問題と言える。
これが県内就職率低下の一つの原因ではない
かと思うが、ご意見を伺いたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（回答①） 
「就職説明会」「ようこそ先輩」「就職関係

講習会」については、３・４年生を主な対象と
して、同一日に開催しています。 
１・２年生については時間割の調整が難しい

ため、通常の授業日としていますが、４月のオ
リエンテーション・ガイダンスにおいて、本学
が毎年度作成している進路案内冊子「未来に向
けて」を配付し、進路について説明を行ってい
ます。 
 
（回答②） 
将来の就職先として最適な医療機関を選択

する一助となるとともに、看護職者としての将
来像に対する具体的なイメージの形成につな
がったと考えています。 
 保護者にとっても、看護の道に進むことや医
療機関への理解が深まり、参加者、医療機関双
方にとって良い効果が出ていると考えていま
す。 
 
（回答③） 
「就職関係講習会」は平成27年度から実施

しており、平成27年度は４年生59名、平成28
年度は４年生55名が参加しており、「ようこ
そ先輩」については、平成27年度に４年生58
名、３年生21名が参加し、平成28年度は、４
年生33名、３年生66名が参加しています。 
平成27年度に参加した３年生で平成28年度に
も参加している者もいれば、平成27年度に参
加したため、平成28年度には参加していない
者もいます。 
「就職関係講習会」「ようこそ先輩」ともに、

タイトな時間割の中から、３・４年生が参加し
やすいよう、カリキュラムを調整しています。 
なお、県内就職率については、入学時の県内

出身者の割合が反映される傾向が顕著である
ことから、県内高校生受け入れの拡充を図るた
めに、入学者選抜方法の改革を行います。 
 

（参照：21102） 
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資料５ 

 全教員が科学研究費補

助金、その他の外部資金の

申請及び獲得ができるよ

うに支援を行う。 

 平成28年度の科学研究費補助金申請率を100％にする

ため、学内説明会を２回開催するとともに、書類作成に際

して事務局が記載ミス等の確認を徹底した。その結果、科

研費の申請率は100%となった。また、科研費以外の外部

資金助成に関する情報を随時教職員にメールで周知する

とともに応募書類を一元管理してできるだけ多くの教職

員が確認できるように配慮した。 

 

【平成28年度の外部研究資金の応募申請状況】 

①研究費申請対象者 42名 

②科学研究費補助金申請者 新規26名（100%）、継続16

名 

（質問③） 
研究費申請対象者数と科学研究費補助金申

請者数との関係を念のために確認したい。「研
究費」と「科学研究費補助金」について、同
一のことを異なった二つの言い方で表現して
いると考えてよいか。 

（回答③） 
第二期中期目標の指標が、科学研究費補助金

を含む外部研究資金の申請率となるため、①の
研究費申請対象者には指標の対象となる教員
数を、②はその内数として、科学研究費補助金
の申請者数を表示しています。記述内容が不明
瞭であるため、「①研究費申請対象者」を「①
科研費等外部研究資金申請対象者」に修正しま
す。 
 

22102 ＜研究成果の公表と還元

＞ 

引き続き、各教員の主な

研究活動や現在の研究課

題等について、ホームペー

ジ等を活用して情報発信

を行う。 

教員の研究活動を公開するため、引き続き、教員の主た

る研究業績、研究課題等を「教員情報」として本学ホーム

ページに掲載し情報発信を行った。 

また、本学教員の研究成果である紀要を特定非営利活動

法人医学中央雑誌刊行会へ提供するため契約を締結した。

本学紀要の全てに著者抄録を付し、刊行会のデータベース

で利用できることとなり、教員の研究成果等の情報発信が

拡大できた。本学の機関リポジトリ＊についても引き続き

整備を行い、紀要の全文（第1～19巻）、修士論文要旨（平

成27・28年度）を掲載した。紀要は3,054件のダウンロ

ードが確認されている。 

 

  

 公開講座や出前講座等

あらゆる機会を活用して、

本学教員の研究活動の成

果を地域や県民に還元す

る。 

教員の研究成果を還元するため、依頼先へ出向く公開

講座10件、出前授業57件を実施し、延べ2,400人が参加、

満足度平均99％を得た。また、その他の講師派遣を9件、

延べ401名に対して講演を実施した。 

22103 ＜知的財産の活用＞ 

研究等を通じて教員が

保有する発明につながる

ようなシーズを職務発明

規程に基づき適切に運用

 本学が保有する知的財産（心肺蘇生用足趾支持台）につ

いては、実用化に向けた試作に取り組み、現在試作第２号

の効果等の検証を行っている。また、看護管理者意見交換

会などを通じて、医療現場でのニーズの発掘に努めた。 

 さらに、本学を会場として開催された一般社団法人日本
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

23102 ＜多様な主体との連携によ

る地域貢献の推進＞ 

地域の課題解決や政策立

案等に寄与するため、教員

が専門性を活かし協議会の

委員等として協力する。ま

た、公開講座の開催や行政

機関からの受託事業の実

施、男性看護師の支援等教

員それぞれの専門分野を活

かした地域貢献を推進す

る。特に認定看護師教育課

程「認知症看護」の平成２

９年度開講に向け準備を進

める。さらに、県内企業等

と連携して、本学が保有す

る知的財産の実用化を推進

する。 

 教員が専門性を活かし、県関係で28件、市町関

係で４件の各種委員会、審議会、協議会等委員と

して協力し、県内の保健・医療・福祉の課題解決

や行政機関の政策立案等に寄与した。 

 本学で実施した３回の公開講座は、三重県、公

益社団法人三重県看護協会、公益社団法人三重県

医師会、津市教育委員会の後援を受けるとともに、

第１回は一般社団法人日本人間工学会、第２回は

三重県地域連携部スポーツ推進局及びみえ女性ス

ポーツ指導者の会、第３回はＮＨＫ津放送局及び

社会福祉法人ＮＨＫ厚生文化事業団中部支局との

共催で実施した。本学以外で教員が出向いて実施

した公開講座の共催は10件であった。 

 また、県からの委託を受け６件の事業を以下の

とおり実施した。いずれの事業も好評を得られ、

専門性の高い看護職者の育成に貢献できた。 

 

①不妊・不育症等の知識普及・啓発事業（不妊講

演会：46名参加、不育症講演会：43名参加） 

②不妊専門相談に関する人材育成及び相談事業等

の支援（相談回数：46回、相談件数：218件） 

③新人助産師の臨床実践能力育成のための研修体

制構築（新人助産師：30名参加） 

④周産期における母子・家族支援のための臨床助

産師の看護実践能力育成（中堅研修：延べ42名参

加、指導者研修：延べ19名参加） 

⑤認知症ケア看護師養成研修（６日間、83名参加） 

⑥看護教員継続研修（シンポジウム：90名、継続

研修：21名参加） 

 

 県内の医療機関からの要請を受け、平成29年度

からの認定看護師教育課程（認知症看護）の開設

に向けて準備を進め、平成28年度は入学試験を実

Ⅳ    
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

施した。 

 医療機関との関係強化を図るために、学生の実

習を受け入れている県内の主な医療機関と連携協

力協定を締結しており、現在８病院となっている。

さらに、１病院との連携協力協定に向け準備を進

めた。 

 本学の知的財産（心肺蘇生用足趾支持台）につ

いては、平成27年に特許申請を行い、現在県内企

業と連携し試作品を製作している。試作品は第２

号まで完成し、現在、試作品の効果などを検証し

ている。 

23103 ＜地域住民等との交流の推

進＞ 

県民に看護や医療、健康

などに関心を持ってもらう

ため、教員各自の専門分野

を活かした出前講座やその

他の講師派遣を行うととも

に、本学主催の公開講座を

実施する。 

教員各自の専門分野を活かし各地域に出向く出

前授業を57件、公開講座講師派遣を10件実施し、

計2,400人の県民が参加した。参加者の満足度は

平均99％と高く、依頼者のニーズに応えるととも

に、教員各自の研究教育等の成果を地域に還元す

ることができたと考えられる。なお、例年、特定

のテーマに要望が集中することから、原則、テー

マ毎の実施件数の上限を３件とするなど、地域貢

献と教員負担のバランスを取りながら事業を運営

した。 

また、本学主催で公開講座を以下のとおり３回

開催し、遠隔配信先も含めて延べ903人の参加を

得た。参加者の満足度は平均95.9％であった。 

①第1回 平成28年6月25日（土）  

「看護のものづくりと人間工学」  

参加者数：452人 

※一般社団法人日本人間工学会共催 

②第2回 平成28年10月29日（土） 

「スポーツドクターから伝えたい女性のからだ

の基礎知識」 参加者：219人 

※三重県、みえ女性スポーツ指導者の会共催 

③第3回 平成29年1月28日（土） 

Ⅳ （質問） 

本項目 23103 についての記述は、前項目

23102 との重複が、はっきりしているものだ

けでも２つの件について見られ、教員提案事

業など重複を予測させるものもあった。附属

看護博物館の来場者年間316組というのも、

平均一日１組以下ということである。このよ

うな叙述の仕方に問題点が多いので、本年度

の評価はあえて「Ⅲ」と考えているが、ご意

見があれば聞かせていただきたい。 

（回答） 

23102 に関しては多様な主体との連携の観点

で、23103 は住民との交流の観点で記述してい

ます。今回重複と指摘された部分については、

大学主催の公開講座に関する部分と推測され

ますが、23102 では、新たな参加者を増やすた

めに、ＮＨＫなど他機関との共催で実施した点

を、23103 では、県民の参加者数やその満足度

を記述しています。さらに教員提案事業につい

ても、対象者が医療関係者の場合は23102で、

一般県民の場合は23103で記述するなど、年度

計画に対応する記述をしています。 

また、看護博物館の来場者数について、本学

のシステム上、人数ではなく組単位で管理して

います。例えば、オープンキャンパスやオープ

ンクラスなどで博物館を見学する場合も多い

のですが、大体３～４人で見学していますが、

システム上は１組としてカウントしています。

それ以外にも、大学の施設見学で、高校単位で

来学された場合は、一度に二十数人で見学して

いますが、システム上は１組となります。その

ため、実人員はその数倍の規模が見込めること

から、一定の成果があったものとして評価しま

した。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

「人間らしさ喪失の世紀～超高齢化・ＩＴ化・

認知症の波～」 参加者：232名 

※ＮＨＫ津放送局、ＮＨＫ厚生文化事業団中部

支局共催 

地域住民との交流を推進する教員提案事業を5

件実施し、延べ325人の参加が得られた。いずれ

の事業も概ね好評であった。 

平成28年度も引き続き三重県総合文化センター

で開催された「フレンテ祭り」に参加し、約300

人の健康チェックや健康相談を実施し、県民の健

康状態の把握や健康意識の向上に寄与することが

できた。 

附属看護博物館は、第３期展示「免状と写真で

綴る看護職者の歴史」を継続し、年間316組の来

館があった。また、昭和初期の卒業アルバムや当

時の教科書等を活用した第４期展示に向け準備を

行った。 

23104 ＜卒業生への継続的教育＞ 

リカレント教育や再就職

支援など卒業生のニーズに

応じた支援を行うため、平

成２７年度に実施した卒業

生調査の分析を進めるとと

もに、今後の地域交流セン

ター事業に活用する。 

 平成27年度に実施した卒業生全員を対象とした

「卒業生就労状況調査」の結果を分析したところ、

就職先を選んだ理由、復職の希望や復職にあたっ

ての課題などが明らかにできた。今後は、復職・

キャリア形成などニーズにあった支援や卒業生が

大学にいつでも相談できる窓口の検討など、卒業

生とのさらなる連携を強化するため、同窓会と一

緒になって検討を進めることとした。 

また、新人助産師研修や認知症ケア研修など卒

業生を含む看護師の実践能力向上に引き続き取り

組むとともに、卒業生の離職防止を図るため、卒

業生同士が、仕事上の悩みなどを相談、共有でき

るよう「卒業生きずなネットワーク事業」を開催

した。「卒業生きずなネットワーク事業」は５月

と３月に実施し、延べ84名の卒業生が参加した。 

Ⅳ （質問） 

27年度に実施した「卒業生就労状況調査」

結果について問題なければ提示していただき

たい。 

（回答） 

卒業生就労状況調査については、地域交流セ

ンター年報（32～36ページ）に掲載しています

ので、ご確認ください。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

員が出席するもの：審議事項 11 件）（41 件（10

件）） 

 

〔主な審議内容〕 

・平成27年度業務実績報告、平成29年度計画 

・平成27年度決算 

・平成28年度補正予算、平成29年度当初予算 

31102 ＜戦略的な法人運営の確立

＞ 

文部科学省や一般社団法

人公立大学協会が主催する

会議等に積極的に参加し、

国や他大学の動向などの情

報収集に努め法人運営に活

用する。 

 本学の法人運営等に活用するために、文部科学

省や公立大学協会等が主催する会議等に副理事長

をはじめとする役員や教職員が参加し、国や他大

学の動向等について情報収集に努め、例えば、経

済的に特に厳しい学生に対する支援のための基金

の設置を決定するなど施策に反映した。 

 文部科学省が発表した「高大接続改革実行プラ

ン」に対して、公立大学としてのあり方を検討す

るために公立大学協会が設置したワーキンググル

ープに本学の理事が引き続き参画して情報収集を

行った。また、入試改革や大学教育のあり方を含

めた高大接続に関する見直しに的確に対応できる

よう事務局の組織体制を見直した。（関連項目：

33101） 

【主な会議等への参加状況】 

・公立大学協会定時総会…学長・事務局長参加 

・東海北陸地区協議会（文部科学省共催）…事務

局長参加 

・国立大学振興議員連盟（公立大学特別委員会） 

…事務局長参加（２回） 

・学長会議…３回（２回は学生部長（学長職務代

理者）が参加） 

・事務局長等連絡協議会…事務局長参加 

Ⅳ （質問） 

「公立大学としてのあり方を検討するため

に公立大学協会が設置したワーキンググルー

プに本学の理事が引き続き参画して情報収集

を行い、また、入試改革や大学教育のあり方

を含めた高大接続に関する見直しに的確に対

応できるよう事務局の組織体制を見直した。」

という点については高く評価できるが、記述

をより具体化していただきたい。 

（回答） 

記述をより具体化していただきたいとのご

指摘なので、第二段落の記述を次のとおり修正

いたします。 

(修正後) 

文部科学省が発表した「高大接続改革実行プ

ラン」に対して、公立大学としてのあり方を検

討するために公立大学協会が設置したワーキ

ンググループに本学の理事が引き続き参画し

て情報収集を行ったことにより、平成28年度

新たに、保護者と高校教員のための看護職キャ

リアデザインサポート講座に取り組んだ。この

講座は、進路決定時のミスリードを防止するた

め、保護者及び高校教員の看護職に対する理解

を深め、看護系大学を目指す高校生本人の適性

や志望に沿った進路指導のサポートに役立て

られるよう、看護職や保健医療を取り巻く現状

等について説明するものである。 

また、入試改革や大学教育のあり方を含めた

高大接続に関する見直しに的確に対応できる

よう事務局の組織体制を見直した。具体には、

平成28年度までは、学生募集などの高大連携

業務と入試事務を別々の課で行っていたこと
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

・公立大学創生フォーラム …事務局長参加 

・日本看護系大学協議会社員総会 … 学長・学

生部長参加  

・高大接続ワーキンググループ … 企画情報担

当理事参加 

・公立大学基礎・ＦＤ＊ＳＤ＊研修…２名参加 

・公立大学職員研修協議会…１名参加 

・地域連携協議会…１名参加 

から、細かな連携が取りづらいという課題があ

ったが、平成29年度からこれらの業務を同じ

課（教務学生課）で遂行することにより、入試

改革や大学教育のあり方について、より連携し

ながら業務を行うことができるようになると

考えている。 

 

31103 ＜内部監査の推進＞ 

内部監査に対応する職員

を新たに配置し、体制の強

化を図るとともに、内部監

査実施要項に基づき業務運

営等幅広い分野で監査を計

画的に実施し、不断の改善

につなげる。 

公正かつ独立した立場で内部監査を実施するた

め、平成28年度から理事長直轄の下、管理職であ

る企画監のポストを新設し、内部監査を実施した。

また、内部監査員の権限を新たに規定すること等

を内容とした「内部監査実施要項」の一部改正を

実施し、監査機能の強化を図った。 

内部監査は、法人の内部統制の一環としての取

組であり、本学の内部統制が有効に機能している

か検証・評価するため、合法性と合理性等の観点

から、会計分野にとどまらず業務活動全般を対象

として実施した。 

具体的には、①公的研究費（科学研究費助成事

業、教員研究費、学長特別研究費）、②情報セキュ

リティ、③授業用経費の執行状況、④個人番号連

絡票等（マイナンバー）の保護管理等の状況につ

いて内部監査を実施した。 

「要改善」や「意見」を述べた事項については、

担当課等に今後の対応（改善）等について報告を

求め、その状況等を確認するとともに、平成29年

度において対応（改善）を行う事項については、

対応（改善）後において状況を確認することとし

た。 

 

〔補足資料：公立大学法人三重県立看護大学内部

監査実施要項〕 

Ⅲ （質問①） 

セキュリティ向上策として、標的型攻撃メ

ールの対応についても検討しているのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（質問②） 

「要改善」や「意見」を述べた事項、担当

課等の今後の対応（改善）等についての報告、

その後の状況、平成29年度において対応（改

善）を行う事項について、具体的に記述して

いただきたい。 

 

 

 

 

 

 

（回答①） 

「標的型攻撃メール」だけにとどまらず、最

近は「ランサムウエア」や「偽警告による電話

誘導」など新たな手口による攻撃が多発してい

ます。本学においてもそれらの攻撃を未然に防

止できるよう常にシステムのアップデートや

ウイルス対策ソフトの定期的な更新を実施し

ています。 

また、あわせて教職員が被害にあわないよう

学内ホームページや教授会等を通じてセキュ

リティ情報を共有するとともに、被害が発生し

た場合の対処法などを周知しています。 

 

（回答②） 

 内部監査を実施した４項目について、次のと

おり意見等を提出したところ、それぞれ記載の

対応がなされました。 

１．公的研究費 

(1)要改善 

復命書が確認できない県外出張が３件ある。

２件については、復命書は提出されていたが教

員別の簿冊に写しが編綴されていないもので

あり、今後注意する必要がある。１件について

は、復命書が未提出であり、早急に復命書を提

出させる必要がある。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)対応 

復命書が未提出の１件について、復命書が提

出されたことを確認した。 

２．情報セキュリティ 

(1)要改善 

①財務会計システムのパスワードについて、

定期的、又は業務担当者変更時にパスワード

の変更を行う必要がある。 

②インターネットバンキングの利用にあた

っては、複数の担当者によるチェック・確認

を行う体制が必要である。また、資金移動に

係る伝票作成は、支払担当職員以外の職員が

担当する必要がある。 

(2)要改善への対応 

 ①事務局の組織改編にあわせて、平成29年

度にパスワードの取扱いを見直す予定であ

る。 

 ②インターネットバンキングについては、指

定金融機関とも協議し、より安全な利用環境

の整備を行う。また、資金移動に係る伝票作

成については、事務局の組織改編にあわせ

て、平成29年度に取扱いを見直す予定であ

る。 

(3)意見 

 ①情報セキュリティに関する教職員向けの

わかりやすいリーフレット等を作成し、より

一層の教育・啓発を行うことが望ましい。 

 ②情報セキュリティに関する事務局担当課

(現在は企画広報課)を事務局総務課に変更

することを検討していくことが望ましい。 

 ③情報セキュリティに関する基本計画の策

定やセキュリティポリシーの改訂を行って

いくことが望ましい。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（質問③） 

内部監査について、どういった結果報告が

なされ、どのように内部統制に繋げられてい

るのか。 

 

 ④附属図書館システム「情報館」のパスワー

ドの管理や取扱いに関して、今後、業務委託

先と協議を行うことが望ましい。 

(4)意見への対応 

 ①平成28年度に教職員向けリーフレット案

を作成したので、平成29年度中に完成させ、

教育・啓発を行う予定である。 

②組織改編により企画広報課と総務課を統

合したため、企画総務課が担当課となった。 

③平成28年度に基本計画案となる情報セキ

ュリティ基本方針案及びセキュリティポリ

シー改訂案となる情報セキュリティ対策基

準案を作成したので、平成29年度中に完成

させ、周知を行う予定である。 

④情報セキュリティ対策基準の策定にあわ

せて、業務委託先と協議を進める。 

３．授業用経費の執行状況 

意見等なし 

４．個人番号連絡票等（マイナンバー）の保護

管理等の状況 

(1)要改善 

 マイナンバーを取り扱う職員をはじめとす

る事務局職員全員に毎年度定期的に研修を行

うことが必要である。 

(2)対応 

 平成29年度以降定期的に研修を実施する。 

 

（回答③） 

 内部監査の結果については、学内ホームペー

ジに掲載し、教職員に周知を行いました。特に、

公的研究費については、平成28年９月に開催

した不正防止研修会において説明を行い、周知

を徹底しました。 





33 
 

33 
 

資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

ち、新たに県立の施設と派遣協定を締結し、平成

29 年度からは、１名を講師として受け入れること

とした。その結果、平成29年度は３名の助手を含

め合計４名の受入れとなる。病院側では臨地での

看護教育の質の向上及び看護研究の活性化につな

がり、本学においても教育活動の充実となってい

る。 

 臨地教育の指導体制の充実を図るため、臨地実

習の指導等に協力いただける実習協力機関の優れ

た看護師、助産師、保健師に臨地教授等の称号を

付与した。 

 

（参考） （ ）は平成27年度   

・高大連携特任教授 ２名（２名） 

・地域連携特任教員 ３名（３名） 

・人事交流 ３名：うち１名はH28.9まで（２名：

うち１名はH27.10から） 

・臨地教授等 14名（12名） 

 

・また、時限措置ではないが、インパクトファ

クターについては、分野ごとに点数の開きが著

しいため、インパクトファクターの要件を削除

し、インパクトファクターが高業績の申請対象

者にあっては、別に定める要件の「ある分野に

おいて著しく優れた業績を有する者」を準用す

ることとした。 

 

 教員に対しては、平成 28 年７月６日の全教

員参加の会議において周知を行いました。 

32103 ＜事務職員の確保＞ 

法人・大学運営の専門性、

特殊性などにも的確に対応

できるよう長期的視点に立

って、大学固有職員や県か

らの派遣職員等を適材適所

に配置する。 

法人固有職員や県派遣職員は、大学経営の専門

性や特殊性に配慮して配置した。また、契約職員、

派遣会社からの派遣職員は、蓄積した専門的なノ

ウハウの活用の観点や産休代替等を考慮し配置し

た。 

平成29年度には新たな固有職員の採用試験を実

施することとした。 

Ⅲ （質問①） 

平成29年度、新たな法人固有職員の採用試

験の実施をするとあるが、これまで採用した

固有職員の採用についての評価がされている

のであれば、示していただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答①） 

平成27年度の２名の採用については、概ね

法人固有職員の採用のメリットとして想定し

ている効果につながっていると評価していま

す。また、退職者の選考採用（１名）について

は、蓄積された経験やノウハウを発揮していま

す。 

（法人固有職員の採用のメリット） 

①専門性の蓄積・発揮による、業務の質や効率

の向上、高い専門性を前提とした新たな事業

の展開や深堀り 

②経験の蓄積・継承、内外との関係構築等によ

る、事務効率の向上や迅速な危機対応、継続

的・安定的な組織運営やサービス 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

 教員活動評価・支援制度の結果による「サバテ

ィカル・リーヴ＊」又は「大学院博士課程（後期課

程）進学」の研修候補者が平成26年度、27年度と

辞退している現状を踏まえ、制度が活用されるよ

う制度運用を見直した結果、職位別の３グループ

（「教授」、「准教授・講師」、「助教・助手」）

とも研修候補者が選ばれ、プレゼンテーションの

結果、「大学院博士課程進学」者が決まった。 

【制度運用の見直し内容】 

・第１位である研修候補者が辞退した場合でも順

次、第３位の者まで繰り上げることができること

としたこと。 

・代替教員が確保できない状況で研修に送り出し

た場合に教育負担（授業等）が生じた教員につい

ては教員活動評価結果に反映できることとしたこ

と。 

・300万円の研修経費で代替教員の人件費を負担す

ることとなっているが、授業時間数の多い教員の

金銭的負担の軽減として、積算上50万円となって

いる代替教員人件費を超える部分については、原

則、大学負担としたこと。 

・準備期間について、実質最長２年間であるが、

１年間延長して、３年間としたこと。 

 

 「教員活動評価・支援制度」と「勤勉手当の傾

斜配分を行うための評価制度」の２つの人事評価

制度について、その関係性を整理するため、制度

のできた経緯や現状の問題点などを明らかにする

ことに着手した。 

 平成29年度から取組が必須となる大学職員の資

質能力の向上（スタッフ・ディベロップメント：
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

ＳＤ＊研修）の推進については、平成29年６月に

公立大学協会の講師による研修、及び平成30年３

月にＦＤ＊委員会との共催による研修を計画した。 

 

ＦＤ＊活動については、（関連項目：21201、21202） 

 

32202 ＜事務職員の育成と能力向

上＞ 

 育成支援のための評価制

度に基づき職員の評価を行

うとともに、業務に関連す

る研修への参加やＳＤ＊活

動を通じて職員の育成を行

う。また、一定の体系的な

職員研修の仕組みの構築を

めざして検討を続ける。 

 事務職員については、平成23年度から導入され

た「三重立看護大学事務局育成支援のための評価

制度」を適切に運用した。評価は、「職務遂行」、

「チームワーク」、「能力」、「意欲」の４領域

で実施した。また、期首面談（５月）、中間面談

（９月）、期末面談（３月）の各面談において育

成の支援をした。 

 また、身近なテーマ（大学運営、法令、経理、

契約等）を中心に１年間にわたり継続的に学内で

の事務職員研修を実施し、人材育成を行った。外

部の研修として、在職年数や担当業務の遂行など

の観点から公立大学協会等の実施する各種研修

や、各課業務における専門性を獲得する観点から

業務関連研修にも積極的に参加させた。研修効果

については、普段の仕事の仕方や面談を通じて、

有効であったことを確認している。 

（参加した主な研修） 

・公立大学に関する基礎研修 

・公立大学法人会計セミナー 

・高大システムに関する研究会 

・文教施設セミナー 

・情報セキュリティセミナー 

・ＳＤ＊義務化対策セミナー 

・財務会計責任者研修 など 

 

 

Ⅲ （質問） 

三重県の他の部局の職員と大学の職員との

勤務条件の差異について考慮が不足している

のではないか。４つの領域で評価するのはよ

いが、面談が５月、９月、３月とあるのも多

すぎるのではないか。公立大学協会等の実施

する各種研修や、各課業務における専門性を

獲得する観点から業務関連研修にも積極的に

参加させるのもよいが、他の公立大学法人に

は固有職員が多いのに、三重県立看護大学は

まるで法人化されていない大学のようである

のに、研修だけは法人化なみのような気がす

る。ご意見をうかがいたい。 

（回答） 

平成28年度の事務局の職員構成は、事務局

長を除く職員数22名のうち、県からの派遣職

員が11名、固有職員が３名、契約職員（派遣

会社からの派遣職員含む）等が８名でした。県

からの派遣職員については、３～５年で県に復

帰します。固有職員３名のうち２名は新規採用

から２年が経過し、１名は県職員を退職したも

のです。県からの派遣職員については、大学の

事務を円滑に遂行できるよう研修を実施して

います。固有職員については、経験が浅いこと

から、基礎的な業務遂行能力と大学固有の業務

を遂行できる能力を取得することを重要と捉

え、研修を受講するよう促しています。 

 面談については、５月に職員の今年度の業務

遂行及び自己啓発目標を聞き取り、組織として

できることについて本人と一緒に検討を行い

ます。９月については、当初立てた目標の進捗

状況を聞き取るとともに、進捗が大きく遅れて

いる項目について助言等を行い、解決に向けて

ともに考える機会としています。３月について

は、年度の総括と次年度に向けた育成支援の機

会としています。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

 

また、教員満足度向上に向けた取組は、年度初

めに方針を定め、できることから取り組むことと

した。教員満足度アンケートにおいて、満足度が

低い「職員の配置状況」、「大学経営の環境」、

「研究環境」については、教員数が充足していな

い状況が大きく影響していると考えられる。この

ため、引き続き教員の確保や教員負担の軽減を図

るとともに、全教員参加の会議において、委員会

等の効率的な会議運営による会議時間の縮減や各

領域長のマネジメントによる研究時間の確保など

時間的な余裕を確保することを促した。「ハラス

メント」については、大学として絶対に認められ

ないことを全教員参加の会議において徹底した。 

さらに、教員の負担軽減策として、地域推薦の

ＡＢ試験の同一日での実施、大学院入試業務の最

低人員での実施、休日や時間外における地域交流

センター事業の出前講座を原則受け入れないこと

などの取組を行った。平成 28 年 12 月から、労働

法規上の深夜時間帯である午後10時になると各教

職員のパソコンにチャイムとメッセージを流し、

健康管理への意識づけを行った。 

28 年から労働安全衛生法により義務化されたス

トレスチェック＊については、要項を整備するとと

もに、本学では「こころの定期検診」と名付け、

検診を実施した。組織全体の総合健康リスクは全

国水準より低い結果であった。また、法律等の改

正に伴い、介護休暇の分割取得、介護時間の新設、

育児休業等の子の範囲の拡大、特別休暇の対象と

なる範囲の子の拡大等について法人規程を整備し

た。 

〔補足資料：公立大学法人三重県立看護大学ここ

ろの定期健診実施要項〕 

点と低いが、それは27年度に比べて4.2点さ

がったという。それはなぜだろうか。教員数

が充足していないことと関係があるだろう

か。法人評価担当の職員の方々は、歴代みな

元気で、明るく、仕事の水準も非常に高いが、

皆我慢して、愉快だというポーズを示してお

られるのだろうか。 

教員、事務職員とも、評価委員会の席上で、

参加者相互がザックバランに話し合ってみた

い。ご意見をうかがいたい。 

また、三重県職員の満足度アンケート調査結

果では、全庁平均で64.9点であり、本学の事

務職員とほぼ同水準となっています。点数の下

がった項目についての具体的な改善策として、

事務局組織の３課から２課体制への改編を機

に、仕事の配分、協力し合う雰囲気づくりを改

善したいと考えています。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

41102 ＜外部資金の獲得＞ 

教員が競争的資金を積極

的に獲得できるよう、科学

研究費補助金や民間団体等

が行っている研究者向け助

成金の情報及び「科学研究

費補助金等支援システム」

について、学内ホームペー

ジやメール等により周知を

図る。 

 

全国での科研費補助金新規採択率は、平成28年

度大学平均 26.4％（公立大学 25.8％）で、本学

（30.8％）は全国採択率を上回った。 

その他、企業から共同研究１件、1,080千円、受

託研究１件、324千円を獲得した。 

 

①平成28年度外部研究資金申請率 

100.0％（平成 27 年度：96.4％）※申請時点

での退職予定者、年度途中採用者を除く 

②平成28年度外部研究資金獲得（採択）件数 

24件（平成27年度：27件） 

③平成28年度外部研究資金獲得（採択）金額 

 16,050千円（平成27年度：22,222千円） 

 

【参考：申請・獲得（採択）の内訳】 

（文部科学省科研費） 

 申請件

数 

採択件

数 

獲得金額

（千円） 

採択率

（％） 

新規

申請 

26 8 9,200 30.8 

継続

申請 

16 16 6,850 100.0 

計 42 24 16,050 57.1 

 

（若手研究（全体件数の内数）） 

 申請件

数 

採択件

数 

獲得金額

（千円） 

採択率

（％） 

新規

申請 

10 5 4,600 50.0 

継続

申請 

3 3 1,200 100.0 

計 13 8 5,800 61.5 

 

Ⅳ   
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

（主な購入備品） 

・実習室に収納棚を設置した。 

・産褥子宮触診モデル、ＨＬ洗髪車、胎児モデル

ふうちゃん、人体モデル収納壁 

 

また、平成28年度後期から教員と図書館司書が

連携し、事前に司書全員が、教員が学生に提示す

る課題やねらいを理解することで、学生に適切な

書籍・資料を紹介することや文献の検索指導等の

支援をする取組を始めた。平成28年度は２名の教

員が活用した。 

さらに、学術雑誌（和、洋）についても購読の

見直しを行い、教員の希望を踏まえて選定を進め

た。洋雑誌は、購読継続44誌、新規購読6誌、購

読停止１誌とした。和雑誌は、購読継続86誌、新

規購読17誌、購読停止50誌とした。購読停止は、

近年の学術雑誌のオ－プンアクセス化の普及によ

りJ-Stageや本学が契約をしているデータベース

や電子ジャーナルで閲覧可能もしくは利用頻度が

著しく低いタイトルとした。 

61102 ＜環境等への配慮＞ 

省資源、省エネルギー等

の環境に配慮した施設・設

備の整備や管理運営を行う

とともに、ユニバーサルデ

ザインを意識した施設改修

等を行う。 

環境に配慮して、蛍光灯の点灯時間が長い中講

義室、情報処理室、多目的講義室、事務局等につ

いて、27年度に引き続き、ＬＥＤ照明に交換した。 

従来、印刷を行っていた入試の詳細な内容を説

明する募集要項について、ホームページに掲載す

るとともに、出願については、インターネット出

願を取り入れている。 

環境保全活動については、人権・環境委員会が

中心となって、本学独自の環境マネジメントシス

テム＊を運用した。具体的には、領域や事務局等の

各部門における電気使用量やＯＡ用紙の削減、廃

棄物の分別など、環境方針に沿った達成目標・実

施計画に基づきＰＤＣＡサイクルを実行した。電

Ⅲ   






